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企業の本質と経営戦略諸側面の基本的次元
廣 田 俊 郎
Ⅰ　序
　本論文は，企業の本質と経営戦略の諸側面の基本的次元とは，どのようなものであるかを明
確にしようとするものである。筆者は，経営戦略に関するいくつかの論稿を発表するときに，
その主題に関わる基本的次元とは何であるかを示そうとしてきた。例えば，企業ドメインに関
して（廣田, 2007），競争戦略に関して（廣田, 2008），イノベーションに関して（廣田, 2009），
それらの基本的次元を示そうとしてきた。
　ただし，その場合の基本的次元の提示を，各主題に特有な形式で行ってきたことも多く，い
くつかの主題を共通にカバーし，相互に一貫性のある基本的次元の提示を行うことが必ずしも
できていなかった。そこで，本論文において，企業の本質を検討したうえで，現代企業の経営
戦略諸側面の基本的次元について考察し直してみたいのである。その際にとりあげたい論点は
以下のようなものである。すなわち，企業の本質とは何か，その本質を実現するのに必要な要
素とは何なのか，企業の本質を実現する仕組みはどのようなものか，経営戦略諸側面に関わる
基本的次元とはどのようなものであるか，などである。これらの論点を考える際の枠組みをあ
らかじめ考察することが望ましいことは言うまでもないが，本来，複数のフレームワークの混
在という事態を解決するべく本論文に取り組んだ以上，十分に検討を行うことなく全体の枠組
みの提示に取り組めば混乱をより増すことになりかねないので，以上に示した論点ごとに検討
を行うことにしたい。
Ⅱ　企業の本質について
　ここでは，企業の本質とは何なのかを考察してみたい。まず，企業とは何か，企業の本質に
ついて，一般に述べられていることをリストアップしてみると，次のような特徴づけを見出す
ことができる。
　①　有用な製品・サービスを生産し，提供すること
　②　環境変化に適応したシステムを作り上げ，発展性のある事業に取り組むこと
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　③　自ら新たな社会の流れを作り出すこと
　④　効率的な生産を行うこと（カイゼン，ＱＣなど）
　⑤　必要な経営資源を確保し，それを活用すること（資源ベース理論）
　⑥　顧客や株主にとっての価値を創造すること（ステークホルダーに対しての価値創造）
　⑦　その構成メンバーが働く意義を見いだし，能力を成長させること
　⑧　様々な制度を活用し，遵守すること
　⑨　様々な制約条件，コンテクスト，コンティンジェンシー要因に対応していくこと
　⑩　取引費用を節約すること
　⑪　社会における変化を把握し，リードするようなイノベーションを手掛けること
　⑫　 多様な変化が見られる環境のもとで，発展性の可能性のある領域に絞り込んで取り組む
こと
　様々な論者が，以上の論点をめぐって，企業の本質を特徴づけようとしてきた１）。その際，
上記の特定の項目を否定することはない。上記の各項目は企業の本質の一部として妥当なもの
であるとして受け入れられることが多い。ただし，そのうえで，特定の項目こそが企業の本質
を特徴づけるのだという主張を行う場合が多いと考えられる。上記の企業の本質を構成すると
思われる項目の中から，最も強調したい項目を各論者は選択しているのである。各論者が最も
重視したい項目の背後には，その次に重視したい項目，あるいはその最重要視する項目を補完
すると考えられる項目が意識されている。その他の項目は，企業の本質として十分条件ではな
いが，必要条件として位置づけられていると言えよう。
　例えば，ロナルド・コースの場合は，企業の本質を「市場で行うよりも効率的な領域を遂行
するためのもの」と定義している２）。コースの議論において，企業の本質として，有用な製品
とサービスの提供を行うことや，収益性の追求を行うこと，などの項目が否定されているわけ
ではない。このコースの定義は，市場と企業が，ともに有用な製品とサービスの提供という役
割を果たしていることを認めつつ，企業が担当した方がより効率よく行うことができる領域と，
市場にまかせた方がより効率的な領域とがあるという現実認識に基づくものである。つまり，
企業のより重要な本質として収益性の追求を行おうとする面があることを踏まえて，自社で遂
１）長岡（1994）は，企業組織の作動メカニズムを検討し，伝統的な企業組織概念は，①企業の目的は利潤
追求である（営利原則），②組織はこの目的を実現するための道具である（組織道具説），③企業者は，こ
の目的実現のために，組織の合理的な形成と利用をめざす（合理的組織の仮定），④企業目的と組織の構成
要素である従業員の行為とを結びつけるのを最終的に可能にしているのは，雇用する者が雇用される者に
対して有する命令指示権である（支配者による命令モデル）という４つの基本的命題を掲げ，それらをさ
らに圧縮して，伝統的な企業組織論は，①支配，②目的－手段図式，③命令モデルの３要素から成り立っ
ている，と述べている。長岡（1994）は，もちろんこの見解は再検討を要するものではあるが，否定したり，
軽視したりできないものであると位置づけている。長岡（1994）pp.168-169参照。
２）コース（1992）第２章企業の本質，pp.39－50参照。
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行した方がより取引費用を削減できるという意味で効率的に製品・サービスを提供できる分野
を担当することが企業の本質なのであると主張しているのである。その意味で，コースによる
企業の定義は，企業の本質の各項目のなかで，収益性追求という課題をより重視したうえで，
取引費用をより節約できるという面を強調したものであると言える。
　それでは，企業の本質のなかで，「製品とサービスの提供」に焦点を合わせて，企業の本質
をより掘り下げた論者についてはどうであろうか。この問いに答えようとしていると思われる
伊丹・加護野（1998）においては，企業の本質を，物質観，情報観，エネルギー観という３つ
の側面から把握しようとしている３）。すなわち，企業とは物的資源をもとに有用な製品・サー
ビスに変換しようとするものであるという見方は，企業の物質観と呼ばれている。次に，人々
のニーズがどのようなものか，また，有効に生産を行うための技術知識はどのようなものかな
どの情報を入手し，効果的活用を行うということに焦点を合わせた見方は，企業の情報観と呼
ばれている。さらに人々の心理的エネルギーを駆動して企業活動に結びつけることが重要であ
ることを指摘しようとする見方は，企業のエネルギー観と呼ばれているのである。
　なお，伊丹（2001）においては，企業の本質を次のように表現している４）。
　①「技術的変換体」としての企業
　②「資金結合体」としての企業
　③「情報（知識）蓄積体」としての企業
　④「統治体」としての企業
　⑤「分配機構」としての企業
　加護野・伊丹（1998）における企業本質論と，上記の伊丹（2001）における企業本質論との
比較を試みると，伊丹（2001）における，①「技術的変換体」としての企業は，「企業の物質観」
に対応し，②「資金結合体」としての企業は，「企業の物質観」に加えて，貨幣追求的側面を
強調しているといえる。また，③「情報（知識）蓄積体」としての企業は，「企業の情報観」
に対応し，⑤「分配機構」としての企業は，「企業のエネルギー観」に対応している。なお，
④「統治体」としての企業本質は，加護野・伊丹（1998）においてはとりあげられていなかった。
　バブル崩壊後のデフレのもとで，資金循環が滞ることにより，企業活動レベルが大いに停滞
することは，われわれの心中に強く印象づけられている。伊丹（2001）の企業本質論は，この
ような時期の経験を踏まえたものであると思われる。すなわち，資金の確保，投資，回収が，
企業の本質の一面として非常に重要であることを強調するため，物的側面に加えて貨幣的側面
を企業の本質の一側面として追加し，「資金結合体」としての企業本質を論じている。さらに，
有用な製品・サービスを提供するための資源配分を，権限をもって実行することを可能にする
とともに，その権限の正当性を保証するようなコーポレート・ガバナンスの確立が重要である
３）伊丹・加護野(1993) pp.20－51参照。
４）伊丹(2001) pp.6－16参照。磯谷(2004) pp.114－116参照。
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ことから，「統治体としての企業」という側面も企業の本質の１つとして追加していると考え
られる。
　アンソフは，戦略的ということばを「企業とその企業を取り巻く環境との関係に関するもの」
という意味に用いた５）。戦略的な問題とは，工学的な用語を用いるならば，企業と環境との間
に「インピーダンス・マッチ」を作りあげるためのものであると述べている。要するに，環境
の側の変化やニーズに適合するように，企業の提供しようとする製品や技術内容を定めること，
それゆえ，企業の本質を環境への適応とみなしていると考えられる。ステークホルダー論の論
者の場合は，企業が，様々な層やグループとの相互作用によって存立していることを重視し，
それらのステークホルダーの利害関心の満足を実現させることがその本質であると見なしてい
ると言えよう６）。
　また，ドラッカー（1993）は，現代社会を資本主義社会以後の知識社会であるとし，ポスト
資本主義社会であると位置づけたうえで，ポスト資本主義社会における企業組織は，シュンペ
ーターの「創造的破壊」が革新の本質であるという主張を引用しつつ，企業組織は，製品，サ
ービス，工程，人間関係，社会関係，技能，さらには組織そのものについてさえも，確立され
たもの，習慣化したもの，馴染みのもの，満足すべきものを体系的に放棄していくように組織
される，と述べている７）。ポスト資本主義社会における企業組織の本質は，社会変革機関であ
ると位置づけているのである８）。
　以上の議論において，企業の本質をめぐって多様な見解が示されていることを述べた。次に，
そのような企業の本質を実現するのに必要な要素には，どのようなものが考えられてきたかを
検討することにしたい。
Ⅲ　企業の本質を実現させるのに必要な要素
　経済学の議論において，企業の本質の一つは，生産物の生産であると見なされてきたと思わ
れる。生産物の生産に必要な要素である生産要素について，古典派経済学（スミス，リカード
など）では，土地，資本，労働などがあげられたが，新古典派経済学では，資本と労働が中心
的なものとしてあげられ，それに技術進歩要因，情報，あるいは産業組織（マーシャル）など
が追加されてきた。
　組織論の議論においては，企業の本質の重要な面として，秩序をもった存在を作り出し，維
持することに力点が向けられたので，ウェーバー，テイラー，伝統的管理論などでは，公式化
５）アンソフ（1969）p.14参照。p.150参照。戦略と戦略的との相違。
６）Freeman（1984）p.25参照。
７）ドラッカー（1993）pp.112-113参照。
８）ドラッカー（1993）pp.112-113参照。
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された構造やルールなどが組織としての秩序をもたらす中心的な要素であると考えられた。他
方，人間関係論やポスト人間関係論などでは，人間の非合理的な感情が組織としてのまとまり
を作り出すうえで大きな影響を及ぼすと考えられた。一方で，公式的構造が，他方で非合理的
なモティベーションが組織の本質的成果に寄与すると考えられたのである。
　このように，あるものを生成させるにあたって多元的な要素が必要であるという見解は，古
代ギリシャにおいても見られた。エンペドクレスは，「物質は，火，水，土，空気の四元素か
らなる」という四大元素説を唱えた９）。このような四大元素に注目することによって，多くの
事物の生成・消滅・変化という現象は，容易に説明されうると考えられた。ただし，四大元素
を結合させる「愛」と分離させる「争い」という２つの力があると主張された。筆者は，土と
は，現実に世界にモノとして存在するもの，水とは，そこを流れるもの，動き，空気とは，我々
の考え，感覚，火とは，燃えあがる思い，という解釈ができると考えている。すなわち，土や
水のような資源的なものと，空気や火のような情報的なものの結合と分離によって万物の生成
がとらえられたと解されるのである。
　ところで，このような万物の根源についての多元的な見解は，ソクラテスを経て，プラトン
によって万物の根源がイデアであるとする一元論の主張にとって代わられた。ただし，プラト
ンの弟子であるアリストテレスは，ものごとを成り立たせている四つの原因があるとする四原
因説を主張した。再び，多元説に戻ったともいえる。すなわち，質料因（ヒューレー），形相
因（エイドス），動力因（アルケー），目的因（テロス）という四つの原因をもとに，万物の現
象が説明できると考えられた。質料因は，経営の領域では，物質，材料，資源と考えられ，形
相因は，デザイン，形，情報と考えられる。目的因は，目的，ビジョン，アイデアと考えられ，
動力因は，エネルギー，モティベーションと考えられる。このような主張は，ビジネスの展開
にあたっても効果的であると思われる10）。
　以上，古代ギリシャにおける見解に言及するというように，多少，企業の本質からは離れる
ような議論を述べたが，組織論における議論に立ち戻って述べるならば，バーナードは，公式
化された構造やルールだけでなく，非合理的なモティベーションも，組織の本質的成果に関わ
るという，両者を取り入れた組織論を提唱した。すなわち，バーナードは，物的要因と人的要
因や社会的要因を適切に協働システムとして確立することにより，個人が単独ではなしえなか
９）『新　岩波講座哲学　14　哲学の原型と発展』内山（1985）pp.120-124参照。エンペドクレス（紀元前
493年～433年の主張）。なお，中国では，五行説という，万物は木・火・土・金・水の５種類の元素からな
るという説がある。
10）なお，モリス（1998）の著は，『もしアリストテレスがGMを経営したら』と題されているが，その内容は，
法人企業も，真・善・美，そしてその統一が求められるという主張である。山口（2001）を見ても，アリ
ストテレスの主張には，ここで言及している自然学としての四原因説に基づく現象把握の側面と，アリス
トテレスの『ニコマコス倫理学』に見られる倫理的な側面とがあり，モリス（1988）は後者の面を強調し
ていると考えられる。
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ったことを可能にすることを指摘したのである11）。ただし，そのような協働システムを生成さ
せ，維持させるのは公式組織であるとし，それを成り立たせているのは，共通目的，コミュニ
ケーション，協働意欲であるとした12）。ここで，伊丹・加護野（1993）の主張に関連づけると，
共通目的は何を成し遂げようとするのかに関連しているので，企業の物質観に対応し，コミュ
ニケーションは情報観，協働意欲はエネルギー観に対応させることができる。
　サイモン（1945）は，組織の行動を導くものとして意思決定に着目したが，その意思決定は，
事実的な側面と倫理的な側面，事実と価値の両面に基づくことを強調している。そこでは，合
理的な意思決定は，２つの異なる種類の前提，すなわち価値前提（value premises）と事実的
前提（factual premises）から引き出されて結論となると主張した13）。
　吉田（1974a,1974b）も，行為論のパラダイムを主体による投入─産出行動と解釈し，投入
─産出としては，エネルギーと情報がある，というサイバネティクスの見解を導入した14）。つ
まり，投入─産出には，情報と資源とが存在する，としたのである。そうすることにより，様々
な社会現象は，情報処理によって資源処理が行われているという関係を媒介として成立してい
る，と主張した15）。新古典派経済学などのモデル分析的手法均衡分析においては，情報空間の
主要内容である資源の変換パターン，資源の消費が及ぼすパターンなどは，それぞれ生産関数，
効用関数として与えられたものとされてきた。すなわちそこでは，情報が完全であると仮定さ
れたもとでの資源配分の最適解やその属性が解明されてきた16）。しかし，現実の社会現象は，
最初に述べた通り，経済理論で仮定されているような完全情報の世界ではなく，人々の相互作
用，相互の情報交換，個々の主体の世界への働きかけによる学習などを通じて，確定化され，
明示化されていくものである。そこで，社会現象の理解のためには，人々の情報活動に，より
多く眼を向けることが必要とされる。情報空間は，資源空間をおおうヴェールではなく，それ
を組織化する実体としての場なのである。この含意は，現実は，情報空間と資源空間から成り
立っているが，情報空間のレベルからの状態規定，変化が重要な意味を持つ場合があるという
ことである。ただし，この情報活動自体のあり方は，情報空間によってのみ規定されるのでは
なく，社会システムにおける要件不充足状態に基づく動機づけや目標決定行動にしたがうとい
う意味で，資源空間にも規定されているのである17）。
11）バーナード（1968）pp.8-46参照。
12）バーナード（1968）pp.85-94参照。なお，バーナードが公式組織の強調とともに，非公式組織の重要性
を指摘したことは言うまでもない。
13）サイモン（1945）p.289参照。
14）廣田（1979）pp.35-39参照。
15）吉田（1974a），吉田（1974b）参照。
16）廣田（1979）pp.27-29参照。
17）吉田（1974b）pp.222-227参照。そこでは，情報－資源処理パターンに３つの基本的な構造領域があると
主張されている。第１は，所有構造ないし意思決定構造であり，第２は，投入－産出変換のパターンであり，
第３は，システム成員の要件充足に関わる構造，すなわち福祉構造である。
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　企業の本質をめぐって，有用な製品やサービスを作り出し，提供することであるという見解，
あるいは利害関係者にとっての価値を作り出すこと，また，協働のための関係を作り上げるこ
と，さらには，ある目的達成のために必要な行為や交換についての契約を形成すること，など
多様な見方が存在する。当然のことながら，その本質を実現させる要素の内容は，企業の本質
をどのようなものと考えるのかに依存する。その意味で，吉田（1974a）のように，資源処理
のための情報処理というだけでは，本質を実現させる要素内容を明示することにはならない。
　有用な製品やサービスの提供という本質のために必要な情報とは，顧客ニーズの情報や技術
知識であろうが，企業の本質を，協力関係を明確に形成するための契約形成に求める立場から
すれば，それに必要な情報処理活動は，紛争を未然に防いだり，対立が生じた場合にはそれを
解決したりするノウハウである。その意味で，本質を実現させる要素が何であるかは，問題と
する本質の内容に依存するのであり，それを企業の本質は，資源処理のための情報処理を行う
ことである，というだけでは，十分な説明を行ったことにならない。したがって，企業の本質
が何であると考えるのかを見つめ直すとともに，そのような企業の本質を実現する要素は当然
のことながら，求めようとする企業の本質によって異なったものとなることを明らかにするこ
とが必要であろう。それに加えて，その企業の本質を実現させる仕組みも多様なものが必要と
なると考えられるが，その点についての検討を次に行うことにする。
Ⅳ　企業の本質を実現させる仕組み
　企業の本質とは何かを十分に理解するには，企業の本質の了解だけではなく，その本質を実
現させるためのプロセスやシステムを理解することが求められる。そのようなプロセスやシス
テムの明確化を行うことなく，企業の本質を論じたとしても，企業を実際に効果的に運営する
ための知識は得られないであろうから，経営学や企業組織論のように，企業を実践的に取り扱
う必要の強い領域においては，この点についての考察を進める必要があると思われる。このよ
うな観点から，企業の本質を生み出す仕組みについて考察していきたい。ところで，企業の本
質を実現させる仕組みには，プロセスとシステムとがあり，プロセスは動的，システムは恒常
的かつ存在的なものであると考えられる。このような両面を備えた仕組みこそが，企業の本質
の実現を可能にしていると考えられるのである18）。
　ところで，企業の本質を実現させる仕組みを考察するに先だって，企業の本質として，どの
18）クニール＝ナセヒ（1995）は，ルーマンの社会システム論の骨子を伝えようとしているが，そのなかで，
「構造と過程は，社会システムにおける選択を強化するための２つの形式である。構造は，排除を通じての
機能を果たし，過程は適切な接続可能性を選びとることによってあらかじめ選択を行う。」と述べている。
クニール＝ナセヒ（1995）pp.108-111参照。春日（1984）も，構造と過程による複雑性の縮減について述
べている。春日（1984）pp.56-65参照。
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ような点が特徴として見られるのかを考察してきたが，その結果，得られた答えの１つは，企
業には，複数の異なる側面が本質として見られるということであった。すなわち，企業を取り
巻く環境の変化に対応し，場合によっては環境を変化させることに取り組むということが企業
の本質であると主張されていた。また，別なアプローチにおいては，さまざまな資源を確保し，
活用することが重視され，ある立場においては，資本を増殖させることが企業の本質であると
見なされていた。
　このように多数の側面を本質としてもつ企業のプロセスとシステムは，どのようなものとな
るであろうか。間違いなく言えることとして，多数の本質的側面を実現するためのシステムは，
複数の構成要素をもたざるをえず，それぞれの構成要素が相互に関連しながら，企業として求
められる各側面を実現していくように作りあげられなければならないということである。また，
企業は，変化する環境のもとにありながら，企業としての境界を合理的に，意味あるものとし
て定めていくことを必要とするのであり，そのように境界を明確化しようとすることもその本
質の一面として求められるのである。それゆえ，企業は，多様な要素から成るシステムを構成
しつつ，明確に環境からは区別される１つのまとまりをもったものであるという特徴をもつと
言えるであろう。
　企業の本質を実現させるこのようなプロセスやシステムを，谷口（2006a）は，２つの異な
る側面をもつものであると主張した。すなわち，企業活動は，生産の世界と交換の世界に関わ
るものであり，企業は正の創造と負の回避とを同時に実現するための制度であるととらえた。
このような観点に立ったうえで，現に生成している多様な制度の仕組みを明らかにしようとし
たのである19）。谷口（2006a）においては，ＭＢＯモデルと呼ばれる主張が展開され，経営者
による戦略策定と組織デザイン（Ｍ）のもとに，企業境界（Ｂ）を明確に定めるとともに，コ
ヒーレントな組織アーキテクチャ（Ｏ）を作り上げることによって，企業の成果が達成される
と主張されている20）。谷口（2006a）の主張の意図は，企業境界の明確化と組織アーキテクチ
ャの整備とがあいまって，正の創造と負の回避が可能になることを明らかにすることなのであ
る。ただし，本論文においては，企業がレントの創造や製品・サービスの提供という本質を実
現する仕組みを，①企業組織を分化させたうえで各種の要素を組み合わせるという対応，②環
境不確実性のもとで企業境界を明確化させるという対応，③階層レベルごとに取り組むべき課
題を明確化させるという対応，の３つに区分できると考えて検討を進めていきたい。
19）中橋（2005）は，資源ベース理論と取引費用論という経営戦略論領域における基本理論に言及しながら，
谷口（2006a）と同じように，生産の世界と交換の世界に関わるものとして企業をとらえている。すなわち，
中橋（2005）は，企業の垂直的統合への取り組みに関する取引費用論の議論では，市場取引に代えて組織
による調整を行うことにより取引費用の削減を行うという面だけが強調され，「新しい活動を自社が行うよ
うになる」という変化には十分に注意を払っておらず，企業の生産活動の側面には注意を払っていないと
いう点で，その分析には欠陥があると批判している。中橋（2005）pp.130-131参照。
20）谷口（2006a）pp.124-125参照。
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１．企業組織を分化させたうえで各種の要素を組み合わせるという対応
　この立場においては，企業のシステムとプロセスを通じて，様々な要素を適切に組み合わせ
ることにより価値が作り出されていると考える。例えば，企業はＲ＆Ｄ，デザイン，生産プロ
セス，マーケティング，そしてロジスティクスといったアクティビティを実行するために必要
な知識，スキル，そして経験などを組み合わせ，調整（コーディネーション）することによっ
て価値が作り出されていると考えるのである21）。このような主張は，資源ベース理論やケイパ
ビリティ理論などによって展開されている。その際，独自の資源やケイパビリティの蓄積と利
用を通じて，他社よりも大きな収益レントという正の要素を創造できると考えられている。
　以上のように，経営資源とは組織が種々の機能を果たしていくことを可能にする経営能力を
生み出す源となるものである。そのような源としての経営資源をうまく活用することを通じて
様々な経営能力，たとえば生産能力や販売能力などが生み出される。なお，様々な経営資源を
もとに，それを経営能力として活かすには，様々な経営資源の統合的調整が必要となる。それ
は経営者能力に基づいたリーダーシップのもとで行われたり，各企業の経営風土や経営文化の
もとで調整がなされたりする。また，その経営能力の模倣困難性，耐久性，専有可能性などを
効果的に活用することを通じて競争優位を作り出すことができるのである22）。
　各企業は，このような経営能力と競争優位性の分析を踏まえたうえで，その企業のコアとな
る能力や強みを生かすことができる領域での事業展開を図り，強みを活用できるように競争戦
略を採用する。ただし，技術の変化や，顧客ニーズの変化などを踏まえた独自な製品やサービ
スの供給を可能にする組織ケイパビリティをより有効なものとするため，様々なケイパビリテ
ィを統合するものとしてのビジョンの提示や浸透も必要であると考えられている23）。
　このような主張の背景を考えてみると，バーナードやサイモンの議論を踏まえて，種々の意
思決定プロセスをプログラム化し，ルーティン化するという観点が提出され，管理手法は整備
されてきたが，それを適用すべき，職能毎のケイパビリティやそれを支える経営資源について
は，多様化が進行し，それを整備することこそが重要になってきたためではないかと考えられ
る。すなわち，企業は環境が安定している場合には，既存のルーティンを活用し，既存のケイ
パビリティを安定的に活用することができる。ただし，技術変化や顧客ニーズの変化を起因と
して企業に新たな取り組みの必要性が生じてきた場合には，既存のルーティンを見直すように
適切な組織学習を行いつつ，既存のケイパビリティを拡張し，更新することにより，新たに起
こった問題の解決やそのための知識獲得と能力の形成を実現することが求められるのである。
　このように，企業は，各種の資源をもとにケイパビリティを引き出し，それをルーティン化
することによって効果的に活動を組織化している。その結果として，生産，マーケティングな
21）谷口（2006a）pp.16-17参照。
22）Grant(1991) pp.129-131. 参照，廣田（1998）pp.32-33参照。
23）谷口（2006a）p.16参照。
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どの各職能を実行することによって，価値を作り出している。このように，企業のシステムと
プロセスについての一つのとらえ方は，企業組織を各種の要素に分化させたうえで，それらの
各種の要素を組み合わせるというものである。例えば，ロバーツ（2005）によれば，組織は人々
（Ｐ），アーキテクチャ（Ａ），ルーティン（Ｒ），そして文化（Ｃ）の集合体―PARC―と
見なすことができると主張されている24）。この見解は，サローナー・シェパード・ポドルニー
（2002）においても部分的に採用されており，カルチャー，ルーティン，アーキテクチャから
成るARCを適切に設計するとともに，そのもとでの人々の取り組みを引き出し，調整するよ
うなインセンティブとコーディネーションを適切に行いうる組織デザインを行うことが重要で
あると主張されている。そのような組織デザインを，組織が置かれた外的コンテクストに適合
するように設定することによって競争優位性がもたらされると主張されているのである。すな
わち，サローナー・シェパード・ポドルニー（2002）によるならば，企業自体の外的コンテク
ストが組織成果に影響を及ぼし得るのであり，それゆえ，企業の範囲をどのように設定すれば
よいのかという次の問題への対応が必要となる。
２．環境不確実性のもとで企業境界を明確化するという対応
　谷口（2006a）によれば，企業は各種の要素を組み合わせることによって，正の創造を行うが，
企業は正の側面を作り出すためだけではなく，負の側面を回避しようとするためのものでもあ
ると考えられている。谷口（2006a）において，負の側面としてあげられているのは，関係特
殊的な投資が非効率な水準に設定されてしまうというホールドアップ問題，予測不能なコンテ
ィンジェンシーに対して適応できないこと，過度な取引費用の発生，企業組織に関わる経済主
体の限定合理性やアクラシア（人間の意志の弱さ）のため環境変化に対して不完全な形でしか
適応できないこと，などである25）。
　谷口が示した負の事態の一つは，過度な取引費用の発生ということであるが，この点を回避
するための議論の出発点は，ウィリアムソン（1980）によって提示された。すなわち，ウィリ
アムソン（1980）によれば，人間の側の要因として，「機会主義」と「限定された合理性」が
あり，環境の側の要因として，「少数性」と「不確実性」がある。これらの組み合せによって，
市場で取引が行われるか，内部組織で行われるか，が決定されると主張されたのである26）。す
なわち，「少数性」と「機会主義」が結びついた場合，機会主義的な行動が必然となり，その
ような負の結果を回避するための内部組織化が行われる。また「限定された合理性」と「不確
実性」が結びついた場合にも，市場取引が困難となるから内部組織が用いられるとするのであ
る。
24）ロバーツ（2005）p.16参照。
25）谷口（2006a）pp.58-59参照。
26）ウィリアムソン（1980）pp.35-65参照。
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　ウィリアムソンの基本的なアイデアは以上のようなものだと思われるが，彼は，その主張を
より操作的なものとするために，コースの提案した取引費用という概念を用いる。すなわち，
有用な製品・サービスを提供していくには，市場を利用することが不可欠である。ただし，そ
のためには，市場利用に伴うコストとしての取引費用を負担しなければならないが，その取引
費用をいかに効果的に適切に削減できるかが企業の存在理由だというのである。そして企業と
市場の境界は，取引費用節約の効率性によって決定されると考える。すなわち，組織における
権限をベースにした資源配分が取引費用節約の面で比較優位を持つ場合に，企業組織による取
り組みが活用されることになる。このような見解に基づくのがオリバー・ウィリアムソンの取
引費用経済学である。彼は人間と環境という双方の特性に着目して組織の失敗が生じる枠組み
を提示し，取引費用が発生する原因を述べたうえで，種々の代替的な組織形態（仲間集団型組
織，単純階層組織，複合的階層組織，事業部制組織，コングロマリット組織など）が優位性を
もつ背景を明らかにしたのである。
　谷口（2006）も，以上のように過度な取引費用の発生，ホールドアップ問題，予測不能なコ
ンティンジェンシーへの対応，などの企業と環境の相互作用に伴う問題を「負」の事態と考え，
企業はそのような負の事態を回避するために，企業組織の境界を定めたうえで活動を展開する
と考えている27）。そのように企業組織の境界を定めることが負の事態の回避につながるという
見解は，一つにはウィリアムソン流の取引費用の観点に基づくものであり，不完備契約に基づ
くコンティンジェンシーを企業境界の変更による所有権の活用によって解決するという根拠に
基づくものであると考えられるが，谷口（2006a）は，それだけでは一面的であると考えている。
すなわち，企業は，表１で示すような多様な側面をもつことが主張されているのである。
　表１にも示されているように，企業の根源的な側面の１つは，①企業資本の運動としての企
業というものであるが，この所有原理主義的なとらえ方では，企業の動きは完全には説明でき
ないと考えられている。なお，①の側面の延長として，②権限のメカニズムとしての企業とい
う側面がもたらされる。その一方で，企業は，③ケイパビリティの集合体としての企業の側面
に見られるように，様々のケイパビリティの集合体としてとらえられるのであり，④制度複合
体としての企業とは，①の側面を踏まえつつ，②権限のメカニズムおよび③ケイパビリティの
集合体としての企業の側面を含んだ制度の複合体として考えられるというものである。
　このように考えると，負の事態の回避のために，企業は，企業境界を明確に定めていこうと
するが，その根拠は，取引費用のみの観点に基づくのではなく，企業に固有な資源やケイパビ
リティの観点にも基づいている面もあると考えられる。ＧＭによるフィッシャー・ボディの買
27）ここで谷口（2006）が「負」と考えているものをまとめると，いわゆる「コンティンジェンシー」のこ
とであると考えることもできる。組織のコンティンジェンシー理論においても，このコンティンジェンシ
ーに対処し得る組織構造をもつ組織が高い成果を上げることが主張された。また，ルーマンも，主体と環
境の両方の側における不確実性（ダブル・コンティンジェンシー）の解決が秩序をもたらすと考えている。
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収という決定は，ホールドアップ問題の解決のためだけでなく，その買収によって重要なケイ
パビリティが得られることも期待されていたのである。このように，企業境界の決定は，ケイ
パビリティに対する考慮によっても左右されるのである28）。
表１　企業の本質を実現する仕組み
企業資本の運動29）
社会に散在している遊休資本を出資の形で集め，それをもとに，人
的資本や物的資本の活用を行い，その結果として財・サービスに変
換したうえで，「命がけの飛躍」を経て市場で販売し，当初の貨幣
形態へと立ち返るだけでなく，量的にも拡大させる
権限メカニズムとしての企業
企業は，権限や命令によって資源配分を市場で行うよりも効果的に
行うための仕組みであり，その実行のために不完備契約，所有権，
企業文化などを貯蔵する仕組みなども活用していくもの
ケイパビリティの集合体としての企業
企業は，本質的コアと補助的ケイパビリティの集合体であり，企業
は独自の歴史経路に沿って蓄積してきた企業特殊的な資源をケイパ
ビリティをもとにアクティビティに変換するもの
制度複合体としての企業
企業は生産と取引を組織化するために，従業員，サプライヤー，顧
客，債権者などのステークホルダーの相互作用から契約関係などを
もとに作り上げた企業制度の複合体
出所：谷口（2006a）pp.29-53を基に筆者が作成。
　その意味では，企業境界の決定により，ケイパビリティの適切な発展を促進することができ
るという意味で，それは正の創造という面をもつが，逆にいえば，その決定は，ケイパビリテ
ィが適切に発展しえないという負の事態を回避するために行われるともいえる。本論文におい
ても，その意味で，環境不確実性のもとで企業境界を明確化するという対応は，正の創造と負
の回避という企業の本質を実現させる仕組みの一つとして重要であると考えたいのである。
　ある状況において，組織としての取り組みを行わなければ，環境における不確実性の増大の
ため，市場取引費用負担が増大するなどの理由により，企業としては，「負」の事態に直面せ
ざるを得なくなることがある。そのような環境の不確実性に対応するため，企業境界を適切に
定めることが，企業の本質を実現させる仕組みの一つであると考えられるのである。すなわち，
取引費用経済学では，限定合理性，機会主義，資産特殊性が結びついた場合に市場取引が有効
28）谷口（2006a）p.208参照。
29）アンソフ（1969）も「企業は利潤という媒体をとおしてその目標を探求する・・・。企業はその資源を
商品やサービスに変え，それを顧客に「販売する」ことによって見返りを得るというプロセスをとおして，
その目標を探求するということである。企業の基本的資源には，物的資源，金銭的資源，人的資源の3種類
があり，これらは，すべて前記の転化のプロセスにおいて使い果たされるのである。すなわち，プラント
は廃棄され，金銭は費消され，経営幹部は老いぼれていく。このように考えると，企業に生き残るものは
利潤だけであり，もし利潤がもたらされなかったり，また，それが資源の再生に使われなかったりするよ
うであれば，その企業は，結局つぶれてしまうであろう。」と述べているのは，このような見解を反映する
ものであろう。アンソフ（1969）pp.５-６参照。
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なものではなくなる可能性があり，その対処のために組織の境界の見直しが行われることを主
張している。人間の性向である機会主義や環境の少数性などの特性に起因した負の効果を可能
な限り回避できるように，権限メカニズムを備えた組織化の領域を広げることが，負の回避の
ための対応の一つであると考えられるのである。
３．階層レベルごとに取り組むべき課題を明確化させるという対応
　以上で論じたように，企業は多様な課題を達成しなければならない。まず，各種資源をもと
に有用な製品・サービスに変換しなければならない。ところで，企業組織は，社会で生じてい
る様々な変化，価値観の変化，法的な変化にも対応していかなければならない。このように異
なる課題を１つの企業組織として対処するための仕組みとして考えられるのは，企業組織にい
くつかの異なるレベルを設けることである。トンプソン（2012）は，Ｔ・パーソンズが組織体
には責任とコントロールに関して，技術的，管理的，制度的という３つの異なるレベルがあると
主張したことを受けて，企業組織には，このような３つのレベルが存在していると主張した30）。
トンプソンによれば，技術的レベルは，製造現場における製造活動などを扱い，制度的レベル
は，企業を取り巻く社会の価値観の変化，法的変化に対応するためのものであり，トップマネ
ジメントによって担当されている。管理的レベルは，技術的レベルに対して，業務が容易とな
るように各種サービスを提供するとともに，技術的レベルと制度的レベルの仲介を行い，外部
の原因に由来する不規則性をならしていくと想定されている。
　また経営戦略論の古典の１つと見なされるアンソフ（1969）においても，種々の意思決定問
題が，戦略的意思決定，管理的意思決定，業務的意思決定という３つのカテゴリーに分けられ
た。業務的意思決定は，企業の資源の転化のプロセスにおける効率を最大にするよう取り組む
ものであり，当然，製造現場などで取り組まれる。それに対し，戦略的意思決定は，企業の内
部問題よりも外部問題に関係のあるもので，企業が生産しようとする製品ミックスと販売しよ
うとする市場とのマッチが見られるか，企業がどのような業種に従事し，将来どのような業種
に進出しようとすべきかを決めるものであり，当然のことながら，トップマネジメントによっ
て取り組まれる。また管理的意思決定は，技術的意思決定と戦略的意思決定とが効果的になさ
れるように組織機構のあり方を定めたり，資源の調達と開発に取り組むものである。アンソフ
も，企業として取り組むべき課題をいくつかのカテゴリーに区分して取り組むことにより，効
果的な対応ができることを主張したといえるであろう。すなわち，階層レベルごとに取り組む
べき課題を明確化させるという対応によって企業は多様な課題に対して総合的な対処が可能と
30）トンプソン（2012）pp.13-16参照。James D. ThompsonによるOrganizations in Actionは1967年に出版さ
れ，わが国でも1987年に高宮晋監訳によって翻訳が出版されたが，その翻訳は絶版となっていた。ところで，
Thompsonの原著は，2002年に，Ｍ・ザルドとＲ・Ｗ・スコットによる序文が追加され，再版された。そ
のことを踏まえて，大月博司・廣田俊郎訳により『行為する組織』という書名で2012年に翻訳出版された。
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なっているのである。
　以上のように，企業の本質や，企業の本質を実現させる要素，さらに企業の本質を実現させ
るプロセスや仕組みについて論じてきた。本論文では，経営戦略の諸側面は，そのような企業
の本質をよりよく達成するためのものであると考えているので，経営戦略の諸側面を構成する
基本的次元とは何であるのかを次に考察することにしたい。
Ⅴ　経営戦略諸側面の基本的次元
１．経営戦略に関わる基本的な原則
　ギルバート他（1988）の所説では，戦略という言葉の語源は，ギリシャ語のStrategeiaであり，
｢将軍（Strategos）たるものの術あるいは科学｣を意味する。この語源を手がかりに，ギルバ
ート他（1988）は，ギリシャの将軍がなすべきことを考えることによって，望ましい戦略研究
の必要条件を浮かび上がらせることができると考えた31）。このようにして，彼らは，適切な戦
略論は，①人間に関する原則，②ビジネスの基本についての原則，③時期に適った行為の原則，
という３つの原則にかかわるものでなければならないと主張している32）。ギルバート他（1988）
は，現実に開発された種々の経営戦略に関する理論を，これらの３つの原則の観点から評価し
ようとしている。その評価結果をまとめたものが表２である。
　この３つの原則のなかの，②ビジネスの基本についての原則，というのは，ビジネスを成り
立たせている基本要因としての，製品品質，事業内容，経営資源の確保などを論ずるもので，
通常の経営戦略論は，この点に主に焦点を合わせていると考えられる。
　表２に示された評価結果を見ても，多くの経営戦略論の議論について，それがビジネスの基
本を定めたものだという評価は当てはまることが多い。ところが，ギルバートのいう３つの側
面のうち，①人間に関する原則，③時期に適った行為の原則，という２つの側面は，見過ごさ
れていることが多いと言わざるを得ない。
　企業の経営は，本来，誰のものであるかを問うことなく，その戦略を構築しようとすると，
企業の収益性を高めたり，企業のイメージを高めたりするものだということを半ば自動的に想
定して戦略論を構築してしまいがちとなり，人間に関する原則の考案が欠落した議論となって
しまう。ギルバート他（1988）によれば，ポートフォリオ・フレームワークやポーターの競争
戦略などは，人間に関する原則の側面を十分に論じていないのである。
　ところで，ギルバート他（1988）があげた３つの点は，ルーマンが社会システムを考察する
ときに重要であるとした３つの次元と極めて近いのではないだろうか。ルーマンは，Ｔ・パー
31）Gilbert, et.al.（1988）pp.6-8参照。中橋（2005）p. 90 参照。
32）これらの原則の中の第３の点は，野中・遠山・平田（2010）において，アリストテレスの述べたフロネ
シス（賢慮）なる概念を用いて論じられていると思われる。
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ソンズのもとで１年間客員研究員を務め，パーソンズの機能分析を発展させたといわれている
が，その立場の特徴の１つは現象学的な姿勢にあることが指摘されている34）。現実は複雑性に
33）ここで，ポーターの競争戦略モデルと表現しているのは，ポーター（1980）およびポーター（1985）に
おける主張のことである。ポーター（1990）においては，企業の競争優位は，国の競争優位や企業が置か
れたクラスターによっても影響されるのであり，その国の競争優位は，当該企業の能力だけでなく，支援
企業の存在や，それとの関係性にも注目を向けているので，人間についての原則の面にも目を向け始めて
いるという評価が可能である。また，国の競争優位を踏まえて，経営戦略として現在，あるいは今後取り
組むべき課題についての示唆をもたらそうとしているという意味で，③時機に適った行為の原則について
の側面も含んでいるとも言えるであろう。
34）ルーマン（1992）も，自らの立場を次のように表現している。「これに対して，19世紀以来，これとは全
く反対の認識技法が重要性をもちはじめた。それは日常的な世界の中で行為を方向づけている，素朴で直
接的で反省されることのない体験を，行為者には意識されることのない観点から説明するのである。ケネス・
バークはこの技法に「非調和的な見方」という当をえた名称を与えた。すなわち，人々が考え体験してい
る意味を，その当の人々が思いもしなかったような観点から，そしてまた，その人々の体験連関をそこな
うような観点から説明するのである。このことのよく知られた例としては，過去のできごとを現代のこと
ばに翻訳しようとつとめた歴史学や，文化的な観念を経済的な欲求充足の可能性から説明しようとした↗
表２　ギルバート他（1988）による各種戦略モデルの評価
人間に関する原則 ビジネスの基本についての原則 時機に適った行為の原則
ハーバード・ビ
ジネスポリシ ・ー
モデル
△　経営者の判断の重要性を
認識し，トップの価値観に注
目，ただし，一般従業員の価
値観は考慮していない
△　環境要因分析を取りあげ
ているが，その実体をなす顧
客，競争相手の行動レベルま
で掘り下げる必要がある。
△　戦略策定だけでなく，戦
略実行も考えている。
ポートフォリオ・
フレームワーク
×　分析結果の利用にあたっ
て組織成員がどのように反応
するかなど，人間的要素は考
慮されていない
△　分析は表面的で不完全で
曖昧な点が多い，業界魅力度
と市場地位の測定などについ
ての一層の分析が必要
×　分析結果にしたがって戦
略は自ずから実行されると考
えられており，
ポーターの競争
戦略モデル33）
×　組織成員がどのように反
応するか人間的要素はまった
く考慮されていない
○　従来の戦略モデルよりも
ビジネスの基本について精緻
に考察を行っている。
×　戦略策定分析に多大の手
間と時間がかかるため時機に
適った行為の実行が後回しと
なる
ステークホルダ
ー・マネジメン
ト・モデル
○　個々の関係者に十分な注
意を払っている
○　最も包括的にビジネスの
基本を扱っており，企業が行
うべきことについての分析の
基礎を提供している
×　分析が複雑で手間が掛か
るため，分析麻痺を起して，
時機に適った行為が妨げられ
る可能性がある
戦略プロセス・
フレームワーク
×　人間の「限定された合理
性」を考慮しているが，経営
者は計画プロセスの管理人と
見なされている
×　考察はもっぱら企業内部
に限定されていて，ビジネス
の基本についての洞察を提供
していない
△　環境を包括的に扱ってい
るため，分析が複雑で手間が
かかり，時機に適った行為が
できない可能性がある
７Ｓモデル ×　組織全体の諸要素を取り
上げるが，個人の動機や行為
には注意を払っていない
×　主に企業内部のことを取
りあげ，外部環境については
一般的に取りあげられるに過
ぎない
×　時間を通じて戦略が形成
されるプロセスをとりあげて
いる
［出所］　ギルバート他（1988）における記述をもとにまとめた。なお，中橋（2005）の作成した表を大幅に
依拠しているが，修正した点もある。表中の○，△，×という記号は，各種の戦略モデルが３つの次元をどの
程度反映しているかを示したもので，この表現は中橋（2005）において示された提案による。
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満ちているが，その複雑性を，コミュニケーションを通じて，少しでも削減していこうとする
という立場を取っているのである。
　ところで，戦略とは，企業が行いうる無限に近いアクションの中から，いずれかのアクショ
ンを取ることに限定していくことである。ある代替案を別な代替案より高く評価し，どの顧客
セグメントに着目し，どのセグメントを重視しないのか，なぜ明日ではなく，今日に決定が必
要なのかを特定していくのである。そのように選び取り，絞り込んでいくプロセスにおいて，
何に即して絞り込めばよいのかが問われ，ルーマンは，そのような絞り込みを可能にするもの
が「意味」であるとする。そして，その意味には，事物的次元，社会的次元，時間的次元があ
るとするのである35）。そのルーマンの３つの次元とギルバート他の３つの原則の対応関係を示
したものが表３である。
表３　ギルバート他とルーマンの比較
ギルバート他 ルーマン
人間についての原則 社会的次元
ビジネスの基本についての原則 事物的次元
時期に適った行為の原則 時間的次元
　このように，ルーマンは，社会システムが複雑性をのりこえて，生存していくためには，そ
の諸問題やコンティンジェンシー要因に対して事物的次元，社会的次元，時間的次元の観点で
意味のあるように定めていくことが必要だと主張したのである。
　その結果として，時間的にいえば社会システムは進化を遂げ，事物的にはシステム分化がなさ
れ，社会的には，コミュニケーションを通じた人間の諸関係が形成されると考えられている36）。
ルーマンは，既に述べたように，パーソンズの機能分析を発展させようとしたが，パーソンズ
の機能分析においては，社会システムが存在するには，A（適応），G（目標達成），I（統合），
L（潜在的パターンの維持）という４つの機能要件を充足させることが必要であると主張され
た。組織体も１つの社会システムとして，このような機能を達成しなければならず，そのため，
廣田（2012）では，企業組織に求められる重要側面として，資源の確保と利用（A），利害関
係者の満足の確保（I），イノベーションの追求（G），情報と知識の入手，利用，蓄積（L）が
↘マルクス，聖なるものを根底からつきくずしていくニーチェのやり方，無意識に指導的な役割を負わせた
フロイトの精神分析，現代の芸術運動が用いた異化や私たちを驚かせる技法などがある。またフッサール
のいう自然的胎動の現象学的還元は，この原理のもっともラディカルな定式化である。」ルーマン（1992）
p.19参照。
35）ここでいう「事物的次元」という次元については，ルーマンの著作の翻訳において，事象次元と訳され
ることも多いが，長岡（2006）の表現にしたがって，事物的次元と呼ぶことにする。原語では，
Sachdimensionであり，何が世界のなかに現われるかを，すなわち，事物，理論，意見などを特定するも
のである。
36）春日（1984）p.71参照。
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あげられると主張している37）。ただし，パーソンズの社会システム論については，そのシステ
ムの秩序形成の根拠を，価値の共有のみに求めてしまい，その結果，秩序志向できわめて保守
的な社会システム論となっているとの批判が投げかけられてきた。パーソンズは，人々の合意
という社会的次元にダブル・コンティンジェンシー問題を切り詰めてしまい，時間次元を看過
しているというのがルーマンの批判である38）。
　パーソンズのＡとＧの側面は，ルーマンの事物的次元で，パーソンズのＩとＬの側面は，ル
ーマンの社会的次元でカバーされるが，時間的次元の面がルーマンではより重視されていると
考えられる。ルーマンの理論においては，関係者がコミュニケーションを続ける中で創発して
いく秩序に目が向けられているのである。
　ところで，経営戦略や組織の議論においては，意思決定の概念が重視されている。意思決定
のネットワークや意思決定の連鎖によって，企業組織の個々の，そして全体の活動が定められ
ていくと考えられている。ところで，ルーマンの見解によれば，社会システムを構成する構成
要素は，意思決定ではなく，コミュニケーションである。ある個人の意思決定は，コミュニケ
ーションを通じて他の個人に伝えられ，その個人の思考を引き起こす。その個人の思考は，そ
の人の意識を基盤として新たな意識を生み出すオートポイエティックなプロセスである。この
ようにして，他の個人に伝えられたコミュニケーションは，その個人の思考を踏まえて，また
新たなコミュニケーションを生み出す。トップマネジメントの指示は，部下によって受け止め
られて，あるアクションが生じさせられ，それが顧客にコミュニケーションされ，それに対す
るアクションが行われ，そのアクションに対するコミュニケーションが誰かに伝えられるとい
うようにコミュニケーションの連鎖として企業をめぐる現象が作り出されていると考えること
ができるのである。
　このような見解は，経営戦略をプロセスとしてとらえる見方と近い立場にあると言えよう。
すなわち，その見解においては，表１で谷口（2006a）が示したような制度複合体としての企
業という企業を実体として考える立場とは異なり，より流動的なプロセスを展開しているもの
としての企業というとらえ方がなされていると考えられるのである。
２．経営戦略に関わる3つの原則を問う前に必要とされる戦略的問題の認識
　以上のように，ギルバート他とルーマンの議論についての対応づけを試みた。両者とも３つ
の根源的な側面についての考察の必要性を強調していることが分かった。ただし，本論文では，
それらの３つの根源的な側面の重要性を問う前に問わなければならないことがあると考える。
それは環境とシステムとの区分という点についてである。アンソフが強調したように，経営戦
37）廣田（2012）pp.６-７参照。
38）村中（1996）p.144参照。
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略とは環境への適合にその本質がある。サローナー＝シェパード＝ポドルニー（2002）におい
ても，企業の成果は，ARCを基盤として，それらについてコーディネーションを図り，イン
センティブを引き出す戦略によって作り出されている内的コンテクストと，そのもとでの各種
のアクションに基づくのであるが，それに対して外的コンテクスト，例えば，完全競争市場，
ニッチ市場，寡占市場，独占市場などの市場構造や，そこでの競争状況によっても影響される
と考えられている。その意味で，事業展開の範囲をどのように定めるか，それによって外的コ
ンテクストをどのようなものとして設定するかが極めて重要な決定課題なのである。
　ギルバート他（1988）も，種々の戦略モデルの評価に先立って，それらの有効性を評価する
テクストとして，①MCIという長距離電話会社の事例，②テキサコとペンゾイルという石油会
社がゲッティ社の買収をめぐって対立した法的紛争の事例，③ユナイテッド・エアラインとい
う航空路線企業が社名変更を試みた事例，④ミネソタ・ツゥィンズという大リーグ野球球団の
ジェネラル・マネージャーが他球団との協定を破って25人目のプレイヤーを登録しようとした
事例などをミニケースとして提示している。それぞれの事例において，各組織は，それぞれの
戦略的問題に直面しており，各経営者は自分なりの問題意識に基づいて，３つの原則あるいは
３次元の観点から問題解決の試みを行っていると考えられる。このように３つの原則に先立っ
て，企業組織を取り巻く環境のなかから戦略的問題を見いだし，その戦略的問題に関連する課
題分野を明確化することも極めて重要な経営戦略側面なのである。
３．プロセスとしての経営戦略
　前に谷口（2006a）の議論を検討し，様々な企業のイメージを提示した。そこでは，制度的
複合体としての側面が究極的にはイメージされていた。ただし，そのような見方は，企業を結
局のところ，ある一つの実在としてとらえ，それに期待される様々な役割や機能を果たすため
に各種の制度がビルトインされたものとしてとらえているのであり，存在論的な見方の枠内に
あると言える。
　それに対し，本論文において注目しようとしているルーマンの枠組みによるならば，社会シ
ステムは，コミュニケーションの連鎖である。サプライヤーと企業，企業と顧客，さらに企業
内部の各部門間のコミュニケーションを通じて，様々な取り組みの「意味」が確認されていく。
その意味の観点から，多様な可能性のなかの１つの側面が選びとられるが，ただし，選ばれな
かった可能性も，将来の，他の異なる状況のもとで採用される可能性のあるものとして維持さ
れていると考えられる。このように，社会システムは，ある観点からの意味によって複雑性の
縮減を行うが，それと同時に，複雑性の維持の可能性も残しておき，必要なときは，元の構造
に復元できるような可能性をもつものである。
　経営戦略を通じて，企業という社会システムのあり方について，３つの次元に関する意味の
観点から，複雑性を縮減するように，垂直的統合を行ったり，アウトソーシングを行ったり，
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重要人材を雇い入れる決定を行うが，その際の選択に際して，必要に応じて新たな解釈や回帰
的意味づけを行っていくのである。このような社会システムにおける意味連関のプロセスとそ
の進化は，ワイク（1979）の回帰的意味づけや野中（1990）の知識創造論によっても描かれて
いる39）。また，野中・遠山・平田（2010）は，「万物流転」のプロセスの中にこそ，企業の未
来創造活動の本質があるとしている。野中・遠山・平田（2010）が，これまでの経営学では，
企業を分解・分析する対象（モノ）として静態的にとらえ，過去の分析に基づく唯一絶対の解
を求めるあまり，組織が変化に対応する，あるいは自ら変化を創り出す価値創造の動的なプロ
セスについては，十分な理論化を行ってこなかった，と主張しているのは，プロセスとしての
経営戦略という観点に立っているからであると言えよう40）。
４．経営戦略諸側面の事物的次元・社会的次元・時間的次元
　１つの社会システムとしての企業のあり方を定めるための経営戦略において，事物的次元，
社会的次元，時間的次元という３つの次元のそれぞれについて検討を行うことが必要である41）。
ところで，経営戦略とは，１つの面についての決定が，他の面の決定を規定し，そのことによ
39）西口（2009）pp.153-155参照。
40）野中・遠山・平田（2010）p.ⅳ参照。
41）ルーマンの体系を解説したクニール＝ナセヒ（1995）によれば，社会システムは，世界の無限定な複雑
性と，個々の人間の複雑性処理能力とを媒介するものである。例えば，歯科診療という社会システムの中
で実現される行為は事物的次元としては，歯の治療に関わるサービスだけが提供されるのであり，患者に
料理が供されることはない。また，社会的次元としては，歯の問題を抱える患者だけに対して提供されて
おり，時間的次元としては，予防的，応急的，長期的な治療のいずれかが選択的に提供される。社会シス
テムによって，複雑すぎる世界のなかで，より少ない複雑性の島が形成されるのである。クニール＝ナセ
ヒ（1995）p.47参照。
表４　経営諸側面における事物的次元・社会的次元・時間的次元
事物的次元 社会的次元 時間的次元
企業ドメイン設定に
関連して
業界，製品，空間，生産と
流通のための技術選択
顧客，市場，意味，製品・
市場領域の選択
企業成長，時間，将来の革
新のための分野選定
経営資源の蓄積に関
連して
技術力，生産ノウハウ 社内の関係性，顧客との関
係性
学習能力，経験，ストーリー
競争戦略に関連して 製品・サービスの内容，そ
の提供のために必要とされ
る技術
ターゲットとする市場セグ
メント，顧客層，販売地域，
流通業者の選択
ブランドの構築，理念の設
定と浸透
イノベーションに関
連して
製品イノベーション，工程
イノベーション
顧客のニーズ，マーケティ
ング・イノベーション
イノベーションのライフサ
イクル
社会理論一般 システム分化 人間の諸関係（コミュニケ
ーション）
進化，フィードバック，改
善
期待の一般化 役割形成・プログラム化 制度化 規範化
ツール 分業，部門化 コミュニケーション 長期計画，ルーティン化
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り，さらに別の面が規定されるというような連続的な影響関係を伴ったものである。例えば，
マイルズ＝スノウ（1978）において主張された適応サイクルによると，各企業は，製品市場領
域の選択のための企業者問題，生産と流通のための技術の選択という技術的問題，さらに事後
的に機構と過程の合理化を図りつつ，将来の革新のための分野設定を行う管理的問題などの各
問題に対して，次々と取り組みながら，その経営戦略の全体像を形成していくのである。
　また，廣田（2012）において，経営戦略における重要側面には，企業ドメインの設定，経営
資源の確保と活用，組織・システムの整備，市場における競争と協調のあり方の選択，有用な
製品とサービスの提供，など一連の活動が考えられることが示されている。
　各企業は，以上の一連の活動のそれぞれについて，３つの次元の観点から「意味」のある選
択を行っていく。ただし，そのような「意味」は企業の側の戦略や行為の視点から生じてくる
だけではない。企業を取り巻く環境の変化，例えば，インターネットの進展やグローバル化の
進展，あるいはデフレの進行などは，様々の問題を提示し，他方で可能性を提供している。他
企業の取り組みも，当該企業が新たな「手」を考えるときの意味を提供している。顧客の側の
ニーズの変化や購買行動の変化も，新たな取り組みへの意味を増大させる。このように企業を
取りまく環境において生成している変化によってもたらされる「意味」を手がかりとして，各
企業は経営戦略諸側面についての様々な課題を意識し始め，その克服に取り組むことになる。
つまり，環境変化や，自社の能力水準を踏まえて，意味のある取り組みを，事物的次元，社会
的次元，時間的次元の面から決定していくのであり，そのようにして定められる経営戦略諸側
面における様々な取り組み内容は，表４に示すようなものである。
　すなわち，経営戦略を通じて定められるべき側面の第１のものは，ギルバード他（1988）の
用語で言うならばビジネスの基本についての原則に関わるものであり，ルーマンの用語では事
物的次元に関わるものである。その面については，企業ドメインに関連して，どのような業界
に関わり，どのような製品・サービスを提供するのか，その際，どのような生産と流通に関わ
る技術を選択するのかを定め，そのために必要な部門化や役割設定はどのようなものかが問わ
れる。次に，経営戦略を通じて定められるべき側面の第２のものは，ギルバード他（1988）の
用語で言うならば人間についての原則に関わるものであり，ルーマンの用語では社会的次元に
関わるものである。この面については，どのような顧客のどのようなニーズに応えようとする
のか，そのためには顧客との関係性をいかにして形成するのか，またそのための顧客とのコミ
ュニケーションだけでなく社内のコミュニケーションをどのようにして有意味なものにしてい
くかが問われる。さらに，経営戦略を通じて定められるべき側面の第３のものは，ギルバード
他（1988）の用語でいえば時機に適った行為の原則に関わるものであり，ルーマンの用語では
時間的次元に関わるものである。この面については，現在から将来にかけて，企業の能力を成
長させるとともに，進化させていき，ブランド力を構築し，理念を浸透させていくことについ
ての取り組みが問われるのである。
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Ⅵ　結論
　本論文において，企業の本質についての検討から議論をスタートさせ，企業の本質を実現さ
せる要素，企業の本質を実現させる仕組みへと考察を進めた。そこでは，様々な企業の本質側
面が見られることを指摘したが，いうまでもなく，種々の制約やコンティンジェンシーに対し
て適切に対応することも企業の本質のうちの重要な側面である。そうであるとするならば，企
業の戦略や活動のあり方を企業の内在的な本質だけからとらえることはできなくなる。企業を
取り巻く環境の諸問題，制約，コンティンジェンシーが，企業の本質はどのようなものであれ，
企業の活動や成果に強く影響することがあり得る。その意味で，企業の戦略や活動が，経済成
長の段階，あるいは地域経済の動向などのコンテクストに制約されることがあることを考えな
ければならないのである。すなわち，本稿では，企業の本質から出発して，経営戦略のあり方
を考察しようとしているが，企業の本質というものは，企業に内在的なものだけではなく，企
業を取り巻くコンテクストや種々の制約，あるいはコンティンジェンシーにどのように対応す
るかも，その本質であり得る。したがって，企業の本質だけでなく，企業の置かれたコンテク
ストを踏まえて，経営戦略が展開されていくということの認識も必要であると言えよう。
　本論文の後半においては，経営戦略諸側面の基本的次元についての考察を行った。その基本
的次元として，まず①人間についての原則，②ビジネスの基本についての原則，③時機に適っ
た行為の原則というものを示したが，同時にこれらの諸原則は，企業によって戦略的問題とし
て認識されたものに対して，考察されるものであり，その意味で，経営戦略にかかわる諸側面
の決定に先立って，何を問題と考えるか，何が最も重要なのかを問うような戦略的問題の認識
が，経営戦略に関わる決定に先立って問われるべきことを指摘した。
　本論文は，また，社会学者のルーマンの見解を参照しながら，経営戦略諸側面の基本的次元
についての考察を試みようとしているが，ルーマンは社会現象を考えるときには，３つの意味
的次元を問わなければならないことを主張しており，それらの３つのカテゴリーは，ギルバー
ト他（1988）の主張とも対応する面があることを指摘した。ただし，ルーマンは現象学の立場
から，企業システムが常に直面しているダブル・コンティンジェンシーに対して，それがなぜ
生ずるかを問いなおし，それをどのようにすれば克服できるかについての方策を模索している。
ルーマンは，その問いを考察するうえでの方策としてオートポイエーシスという概念を導入し，
企業システムもオートポイエティックなものとしてとらえようとするが，オートポイエーシス
とは，決してそれ自体のシステムだけですべてが完了していることを主張しているわけではな
い。ルーマンによれば，社会システムは，可能なものの地平から意味を介してあるあり方を選
びとるのであるが，その社会システムにとって，人間がその環境条件をなすものとして存在し
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ており，それ以外にも物質的，エネルギー的下部構造が土台として存在している42）。すなわち，
社会システムによって，人間や物質，エネルギーを基盤としつつ，問題とする点についてのコ
ミュニケーションが繰り広げられ，その結果としてシステムの進化が達成されていくのである。
このようにして，社会システム，あるいは経営戦略の諸側面が創発されていくのであり，企業
システムを取り巻く諸環境や，諸個人において，どのような問題が生じているのかを出発点と
しつつ，事物的，社会的，時間的という次元をめぐって企業のあり方を問い直し続けていくた
めの方策のシステムが経営戦略の諸側面として現われていることを本論文において論じたので
ある。
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